
ンについては、２０年度においても引き続きこれ
を実施したところであり、同キャンペーンの中
心である「認知症サポーター１００万人キャラバ
ン」については、２０年１２月末までにサポーター
養成講座の講師役であるキャラバンメイトを
２８，５１４名、サポーターについては、６９４，８５４名
養成した。

エ 介護に関する普及啓発
介護についての理解と認識を深め、介護サー

ビス利用者及びその家族、介護従事者等を支援
するとともに、これらの人たちを取り巻く地域
社会における支え合いや交流を促進する観点か
ら、高齢者や障害者等に対する介護に関し、国
民への啓発を重点的に実施する日を設定するこ
ととし、一般の意見公募による結果を踏まえ、
１１月１１日を「介護の日」とした（図２－３－１１）。
「介護の日」に合わせ、「介護の日」ホーム

ページの開設やポスターの配付等を行うととも
に、都道府県・市区町村、介護事業者、関係機

関・団体等による広報・啓発活動やイベント等
が行われた。

（４）孤立死防止対策の推進
都市部を中心に、地域から孤立した高齢者な

どの死亡が社会問題となっている状況を踏ま
え、平成２０年３月に取りまとめられた「高齢者
等が一人でも安心して暮らせるコミュニティづ
くり推進会議」の提言や、各モデル地域の事例
等の周知を行うとともに、地域福祉等推進特別
支援事業において、高齢者等の孤立死防止対策
を含め、地域社会における今日的課題の解決を
目指す先駆的・試行的取組を行う自治体等への
支援を行った。

（５）高齢者医療制度の改革
ア 新たな高齢者医療制度の施行
わが国の医療保険制度は、これまで、被用者

等を対象とする被用者保険と自営業者や退職者
等を対象とする国民健康保険の二本立ての体系
を基本としつつ、高齢者については、加入して
いる医療保険に保険料を支払う一方で、老人保
健制度により、公費や各保険者からの拠出金等
をもとに市町村から給付を受けていた。
しかし、この老人保健制度は、今後、高齢化

に伴う医療費の増大が見込まれる中で、現役世
代と高齢者の負担のルールが明確でない、運営
の主体が分からないといった問題点が指摘され
ていたことから、平成１８年の医療制度改革にお
いて、老人保健制度に代わる独立した医療制度
である長寿医療制度（後期高齢者医療制度）を
創設することとされ、２０年４月から施行された。
長寿医療制度は、現役世代と高齢者の負担の

ルール（給付費の約５割を公費、約４割を現役
世代からの支援金、約１割を高齢者の保険料）
を明確化するとともに、都道府県単位の後期高

図２－３－１１ 介護の日ポスター



（老人保健制度の問題点）
①　高齢世代と若年世代の費用負担割合が不明確。

②　実施主体である市町村は医療費を支払うだけで、保険
料の徴収を行っておらず、財政運営の責任が不明確。

③　国保では、市町村によって保険料に最大5倍の格差が存
在。

（長寿医療制度の意義）
①　若い人と高齢者の分担ルールを明確にし、高齢者にも若
い方々にも納得して負担していただく。 
②　都道府県ごとの広域連合が財政運営の責任主体であるこ
とを明確にし、広域連合が一元的に保険料を徴収し、その
使い途にもしっかりと責任をもつ。 
③　高齢者全員に保険料を公平に負担していただく（県内で
は同一所得の方については同一の保険料とする）。

※これにより市町村ごとの約５倍の保険料格差が約２倍に縮まる

〈従前の老人保健制度＝市町村が運営〉 〈長寿医療制度＝都道府県単位の広域連合が運営〉

拠 出 金
（５割）

公　費
（５割※）

退職者
医療
制度

OB分を負担

75歳※

65歳

75歳

65歳

国　保 被用者保険

高齢者
保険料
（１割）

支援金
（若年者保険料）

公　費
（５割）

﹇
独
立
制
度
﹈

国　保 被用者保険

※３割（平14）→５割（平19）

※70歳（平14）
→75歳（平19）

（４割）

加入者数の不均衡の調整

齢者医療広域連合を運営主体とし、責任の明確
化及び財政運営の安定化を図ることにより、高
齢者の医療を将来にわたり安定的に確保するこ
ととしたものである。
なお、６５歳から７４歳までの高齢者について

は、新たに保険者間でその加入者数に応じた財
政調整を行うこととしたが、従前の退職者医療
制度についても、経過措置として存続させるこ
ととした（図２－３－１２）。

イ 制度の定着のための改善策の実施
新たな高齢者医療制度の施行に当たり、高齢

者の置かれている状況に配慮し、きめ細かな対
応を図る観点から、平成２０年度においては、７０
歳から７４歳までの方の自己負担割合の１割から
２割への引き上げを凍結するとともに、被用者
保険の被扶養者であった方の保険料徴収につい

て半年間凍結し、残りの半年間９割軽減する措
置を講じた。
また、制度に関する様々な御意見を踏まえ、

制度の更なる定着を図るために、制度の趣旨、
内容等について改めて周知・広報を行うととも
に、低所得者に対する更なる負担軽減策とし
て、平成２０年度は保険料の均等割額の７割軽減
の対象者について一律８．５割軽減とし、所得割
額を負担する方のうち所得の低い方について、
所得割額を５割軽減とすることとした。さら
に、保険料の納付方法についても、２１年度か
ら、市町村が認める全ての方について、口座振
替と年金からの支払いとの選択を可能とした。

ウ 高齢者の医療制度の見直しに関する検討
長寿医療制度の定着に向けた取組の一方で、

高齢者にも納得していただけるよう制度を改め

図２－３－１２ 長寿医療制度の仕組み
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○我が国の国民医療費は国民所得を上回る伸びを示している。

・被用者本人
２割負担へ
引上げ
・外来薬剤一
部負担導入

・介護保険制
度が施行
・高齢者1割
負担導入

・診療報酬・
薬価等の改
定 ▲2.7％
・高齢者1割
負担徹底

・診療報酬・
薬価等の改
定 ▲3.16％
・現役並み所
得を有する
高齢者３割
負担
・療養病床に
入院する高
齢者の食費･
居住費の見
直し

・被用者本人
３割負担へ
引上げ

・診療報酬・
薬価等改定
　▲1.0％

・診療報酬・
薬等の改定
▲1.3％

・老人一部負担金の
物価スライド実施

・食事療養費
制度の創設

ることが必要との観点から、有識者の方々に幅
広い議論をしていただくため、平成２０年９月か
ら厚生労働大臣の下で、「高齢者医療制度に関
する検討会」を開催し、平成２１年３月にそれま
での議論を整理した取りまとめが行われたとこ
ろである。

エ 老人医療費の動向
医療費の動向に着目すると、平成１８年度の老

人医療費は、診療報酬のマイナス改定等の影響
もあり、前年度比３．３％減の約１１兆２，５９４億円で
あり、国民医療費に占める割合は３４．０％となっ
ているが、近年の傾向としては、我が国の国民
医療費は国民所得の伸びを上回る伸びを示して

きている。今後、急速な高齢化の進展に伴い、
一人当たり医療費の高い高齢者が増えていくこ
とにより、医療費の増大は避けられないと考え
られる（図２－３－１３）。
また、平成１８年度の老人一人当たりの診療費

は、若人と比較すると、４．８倍（入院７．４倍、外
来３．９倍）となっており、その主な要因として、
高齢者は、入院、外来とも受診率が高く（入院
６．５倍、外来２．５倍）、一件当たり受診日数が多
い（入院１．４倍、外来１．３倍）ことがあり、年間
の一人当たりの受診回数（日数）は若人と比較
して多くなっている（入院９．０倍、外来３．４倍）。
さらに、老人医療費の水準をみると、一人当た
り老人医療費は、最大と最小で約３５万円（約１．５

６０ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８
国民医療費 ６．１ ５．９ ４．５ ５．６ １．６ ２．３ ３．８ ▲１．８ ３．２ ▲０．５ １．９ １．８ ３．２ ▲０．０
老人医療費 １２．７ ９．５ ９．３ ９．１ ５．７ ６．０ ８．４ ▲５．１ ４．１ ０．６ ▲０．７ ▲０．７ ０．６ ▲３．３
国民所得 ７．４ １．４ ０．１ １．７ ０．４ ▲３．４ ▲１．２ ２．０ ▲２．８ ▲１．５ ０．７ １．６ ０．８ １．８

国民医療費等の対前年度伸び率 （％）

注１：国民所得は、内閣府発表の国民経済計算（２００８年６月発表）による。
注２：老人医療費は、平成１４年の制度改正により、対象年齢が平成１４年１０月から平成１９年９月までの５年間で、段階的に７０歳から７５歳に引き上

げられたところ。

図２－３－１３ 医療費の動向
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全
国
平
均
と
の
差
（
万
円
）

その他
歯科
入院外＋調剤
入院＋食事・生活
一人当たり老人医療費

全国平均：83万2,373円

最高：福岡県　103万2,825円
最低：長野県　  68万7,128円 1.50倍

倍）の格差がある（図２－３－１４）。

（６）子育て支援施策の総合的推進
平成２０年度においては、１６年６月に国の基本

施策として閣議決定された「少子化社会対策大
綱」の具体的実施計画として策定された「少子
化社会対策大綱に基づく重点施策の具体的実施
計画について（子ども・子育て応援プラン）」
（平成１６年１２月少子化社会対策会議決定）に基
づき、若者の自立や働き方の見直し、地域にお
ける子育て支援など総合的な取組を進めている。
また、平成１７年４月に本格施行した「次世代

育成支援対策推進法」（平成１５年法律第１２０号。
以下「次世代法」という。）に基づき、地方公
共団体においては、地域における子育て支援や
母性、乳幼児の健康の確保・増進、教育環境の
整備等を内容とする地域行動計画、企業等にお
いては、仕事と子育ての両立支援のための雇用
環境の整備、働き方の見直しに資する労働条件
の整備等を内容とする一般事業主行動計画が策
定され、これに基づく取組が進められている。
地域行動計画についてはすべての地方公共団

体に策定が義務付けられ、すべての都道府県及
び市区町村が策定済みである。また、一般事業
主行動計画については、２１年３月末現在で、策
定し、都道府県労働局への届出が義務付けられ
ている従業員３０１人以上の大企業の９９．１％が届
出済みとなっている。一方、策定・届出が努力
義務となっている３００人以下の中小企業におい
ては１８，１３７社が既に届出済みとなっている。さ
らに、次世代法に基づき企業が行動計画に定め
た目標を達成したことなどの一定の基準を満た
した場合は、申請を行うことで都道府県労働局
長から認定される仕組みが１９年４月から開始さ
れ、２１年３月末現在で６５２社が認定を受けている。
また、平成１９年１２月に取りまとめられた「子

どもと家族を応援する日本」重点戦略（平成１９
年１２月少子化社会対策会議決定）で示された課
題を受けて、家庭的保育事業等の新たな子育て
支援サービスの創設、虐待を受けた子ども等に
対する家庭的環境における養護の充実，仕事と
家庭の両立支援のための一般事業主行動計画の
策定の促進などを内容とする「児童福祉法等の
一部を改正する法律」（平成２０年法律第８５号）

図２－３－１４ 一人当たり老人医療費の診療種別内訳（全国平均との差）
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